
 

Copyright © 株式会社日本医薬総合研究所 All Rights Reserved. 

 

 

 

 

2025 年 7 月 11 日 

株式会社日本医薬総合研究所 

 

広島県備北地区における地域フォーミュラリモデル事業分析 

 

 

日本調剤グループで情報提供・コンサルティング事業を行う株式会社日本医薬総合研究所（本社：

東京都港区、代表取締役社長：橋爪 敦弘、以下：日本医薬総合研究所）は、2001 年より医療デー

タの分析を開始し、処方動向の調査・分析をしてまいりました。 

今回は広島県からの委託で、広島県備北地区における 2022 年 9 月から 2024 年 8 月診療分の国

民健康保険及び後期高齢者医療制度のレセプトデータを分析した結果、特定の 3 薬効群に地域フォ

ーミュラリ導入による年間 8,360 万円の薬剤費削減効果が確認されました。 

  

対象地域  ：広島県 三次市・庄原市 

使用データ  ：国民健康保険及び後期高齢者医療制度レセプトデータ（医科・DPC・調剤） 国保

データベースシステム 

対象期間  ：2022 年 9 月～2024 年 8 月診療分の 24 ヶ月分 

対象薬効群  ： 2023 年 8 月から地域フォーミュラリを導入した以下の 3 薬効群 

      ・アンジオテンシン受容体拮抗薬(ARB)：降圧薬 

・プロトンポンプ阻害薬（経口薬）(PPI・P-CAB)：胃潰瘍治療薬(胃薬) 

・HMG-CoA 還元酵素阻害剤（スタチン）：脂質異常症治療薬 

使用したフォーミュラリ：備北地区・地域フォーミュラリ 

※薬剤額は処方当時の薬価を使用 

 

 

1. フォーミュラリについて1 

 「地域フォーミュラリ」とは、「地域の医師、薬剤師などの医療従事者とその関係団体の協働に

より、有効性、安全性に加えて、経済性なども含めて総合的な観点から最適であると判断された医

薬品が収載されている地域における医薬品集及びその使用方針」です。 

我が国ではこれまでも、医療機関単位で、いわゆる「病院フォーミュラリ」といわれる採用医薬

品リストとその関連情報が活用されている事例がありましたが、近年では地域の関係者が協働して

地域レベルのフォーミュラリを作成、運用する事例も増えています。 

  

                                                   
1 フォーミュラリの運用について(令和 5 年 7 月 7 日厚生労働省通知) 

 (https://www.ajha.or.jp/topics/admininfo/pdf/2023/230710_1.pdf) 

 

広島県備北地区の国民健康保険及び後期高齢者医療制度レセプトデータ(2022 年

9 月～2024 年 8 月診療分)を分析した結果、特定の 3 薬効群に地域フォーミュラ

リ導入による年間 8,360 万円の薬剤費削減効果が確認されました。 
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2. 備北地区(三次市・庄原市)における地域フォーミュラリ導入前後の薬剤費の変化 
 

 厚生労働省が公表した第四期医療費適正化基本方針2では、「後発医薬品の使用促進についてフォ

ーミュラリ策定等による更なる取組の推進』が示されています。これまでは、数量ベースで 80％の

使用率目標が定められていましたが、新たに金額ベースの目標が設定され、2029 年度末までに後発

医薬品の使用割合を金額ベースで 65%以上とする方針が示されました。直近の 2023 年薬価調査に

よると、金額ベースでの使用割合は 56.7%に留まっています。 

 これまでさまざまな取り組みにより医療費削減策として後発医薬品の使用促進が進められてきた

ものの、さらなる医療費の削減、薬剤費の適正化には次の一手が求められます。そこで注目されて

いるのが「フォーミュラリ」の導入・活用です。 

 

 これを踏まえ、広島県から委託のもと、備北地区(三次市・庄原市)において、地域フォーミュラリ

導入による薬剤費削減効果と金額ベースの変化について、実績データに基づく分析を実施しました。 

 

2023 年 8 月から 3 薬効群導入 

下記、導入前、導入後の期間で比較 

導入前   ：2022 年 9 月～2023 年 8 月診療分 12 ヶ月分 

導入後   ：2023 年 9 月～2024 年 9 月診療分 12 ヶ月分 

 

 

対象の 3 薬効群において、地域フォーミュラリ導入前後のレセプトデータを比較し、薬剤費の削

減効果を分析した結果、導入後 12 ヶ月間で三次市では約 4,000 万円、庄原市では約 4,300 万円、

備北地区全体としては合計 8,360 万円の薬剤費削減が確認されました。 (表 1) 

さらに、被保険者別の分析を行ったところ、三次市では 1 人あたり約 2,051 円、庄原市では 

1 人あたり約 2,811 円の薬剤費削減が見られた。 

 

三次市被保険者数：19,786 人(国民健康保険 9,394 人、後期高齢者医療制度 10,392 人) 

庄原市被保険者数：15,299 人(国民健康保険 6,554 人、後期高齢者医療制度 8,745 人)  

 

表 1 備北地区(三次市・庄原市)における地域フォーミュラリ導入前後の薬剤費削減効果(金額)  

                                                  (単位：万円) 

 

  

                                                   
2 第四期医療費適正化基本方針について 

(https://www.mhlw.go.jp/content/12401000/001114696.pdf) 

処方所在地 導入前 導入後 差額

三次市 17,157 13,098 -4,059

庄原市 17,941 13,639 -4,301

合計 35,098 26,737 -8,360
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3.  備北地区(三次市・庄原市)における採用医薬品の変化(薬剤費)、経月推移 

 フォーミュラリの導入により、ARB の成分別選定が進められた結果、特にアジルサルタン薬剤費

の大幅な削減が確認されました。 

アンジオテンシン受容拮抗薬（ARB）における採用医薬品の変化について、薬剤費および使用状

況の推移を分析しました。また、オルメサルタンをはじめとする他の ARB 成分についても、薬剤選

定の見直しにより薬剤費の削減が図られています。これにより、全体として ARB の薬剤費は低減

し、医療費適正化の観点からも有意義な結果が得られています。(図 1) 

 

図 1 アンジオテンシン受容体拮抗薬(ARB)における採用医薬品の変化(導入前後の比較) (薬剤費) 

                              (単位：万円) 

 

 月単位で推移を分析すると、2023 年 6 月から 7 月にかけて飛躍的に減少しており、これは後発

医薬品の発売に伴うものと考えられます。また、フォーミュラリ導入の 8 月以降は徐々に定着し、

順調に推移している状況であると見受けられます。 

 さらに、2024 年 4 月および 5 月に大幅な減少が見られたのは、地域の医師の異動を踏まえて 4 月

に改めてフォーミュラリ運用の通達が出されたことが影響している可能性が考えられます。(図 2) 

 

図 2 アンジオテンシン受容体拮抗薬(ARB)における採用医薬品の経月変化 (薬剤費) 

                                                               (単位：万円) 
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4.  市立三次中央病院における採用医薬品の変化(薬剤費・数量)、経月推移 

 市立三次中央病院におけるアンジオテンシン受容体拮抗薬（ARB）の採用医薬品の変化について、

薬剤費および数量の観点から分析を行いました。 

フォーミュラリ導入前後の薬剤費・数量の変化に加え、月別推移を確認することで、導入の影響

を確認しています。ARB 薬剤では、フォーミュラリ導入によりアジルサルタン製剤の使用が減少し、

薬剤費の削減が進んでいる状況が確認されました。 

 特に、アジルサルタンから価格の低い後発医薬品や他の推奨薬剤への切り替えが進んだことによ

り、薬剤費の削減効果が現れています。図表では、導入前後の薬剤費の変化および経月推移を示し

ており、フォーミュラリ導入による効果が継続的に発現していることが確認されます。(図 3・4) 

 

図 3 市立三次中央病院における ARB 薬剤金額の変化(導入前後の比較)  

                                                    (単位：円) 

 

 

 図 4 市立三次中央病院における ARB 薬剤金額推移 

                                                       (単位：円) 
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5. 後発医薬品の使用率の変化(金額ベース・数量ベース) 

 

 次に、対象の 3 効群で地域フォーミュラリ導入前後の後発医薬品の使用割合の変化を分析しまし

た。導入前後の直近 3 カ月平均の比較により、市別において、導入後は金額ベース・数量ベースの

いずれにおいても全体的な増加が確認されました。中でも金額ベースでの使用率増加が特に顕著で

あることが示されました。(表 2-1・2-2) 

 

表 2-1 市別後発医薬品使用率の変化(導入前後の比較) (金額ベース) 

導入前：2023 年 6～8 月診療分 3 ヶ月分の平均 

導入後：2024 年 6～8 月診療分 3 ヶ月分の平均 

 
 

 

表 2-2 市別後発医薬品使用率の変化(導入前後の比較) (数量ベース) 

導入前：2023 年 6～8 月診療分 3 ヶ月分の平均 

導入後：2024 年 6～8 月診療分 3 ヶ月分の平均 

 
 

 

 

 

 広島県備北地区では、地域フォーミュラリの導入により、ARB をはじめとする 3 薬効群におい

て薬剤費の削減効果が確認されました。特に、市立三次中央病院をはじめとする各医療機関におけ

るアジルサルタン製剤の使用量の減少や、薬局における後発医薬品への切り替え促進が薬剤費削減

に寄与したと考えられます。 

 本分析では、地域フォーミュラリ導入による薬剤費削減効果に加え、後発医薬品の使用率向上が

確認されました。病院・薬局・県が連携し、医療現場への情報提供や推奨活動を実施したことが、

これらの効果につながったものと考えられます。今後は、フォーミュラリ対象薬効群の拡大や地域

全体の医療費への波及効果の検証に加え、患者の治療状況や安全性への影響についても継続的にモ

ニタリングを行い、更なる効果的なフォーミュラリ運用が期待されます。 

 

今回、広島県の委託の元、国民健康保険及び後期高齢者医療制度のレセプトデータを用いて、備

北地区の地域フォーミュラリ導入における薬剤費削減効果と金額ベースの変化について分析を行い、

その一例を紹介しました。 

 日本医薬総合研究所では、2 次医療圏別、成分別、病院別といった詳細分析も行っております。

詳細なご案内をご希望の際には問い合わせフォームよりご連絡ください。 

  

処方所在地 導入前 導入後

三次市 68.2% 80.8%

庄原市 33.3% 79.5%

合計 50.1% 80.2%

処方所在地 導入前 導入後

三次市 87.2% 90.6%

庄原市 58.0% 89.0%

合計 74.2% 89.9%
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【分析レポートについて】https://www.jpmedri.co.jp/category/topic/ 

処方箋情報・レセプト情報などの医療データをもとに、さまざまな医薬品市場の処方傾向の変化を

分析し、解析結果のレポートを定期的に配信しています。 

 

【株式会社日本医薬総合研究所について】 https://www.jpmedri.co.jp/ 

日本調剤グループ各社を通じて培った医療情報資源を基に、医薬業界の健全なる発展、成長に寄

与し、国民生活の向上に資する価値ある情報サービスを提供するために 2012 年 1 月に発足しま

した。製薬・ヘルスケア企業、医療機関・保険者さま・保険薬局からのさまざまなニーズに応え

るため、処方箋情報・レセプト情報をはじめとする各種医療ビッグデータを基盤に、「医療の質

の向上」、「医療費の適正化」、「国民の健康寿命の延伸」といった日本全体の医療課題に貢献して

まいります。 

 

【日本調剤グループについて】 https://www.nicho.co.jp/brand/ 

日本調剤グループは、すべての人の「生きる」に向き合う、という揺るぎない使命のもと、調剤薬

局事業を中核に、医薬品製造販売事業、医療従事者派遣・紹介事業、情報提供・コンサルティング

事業を展開する、多様な医療プロフェッショナルを擁したヘルスケアグループです。医療を軸とし

た事業アプローチによる社会課題解決を通じて持続可能性を追求し、すべての人の「生きる」に貢

献してまいります。 

 

【本レポートに関するお問い合わせ先】 

株式会社日本医薬総合研究所 

TEL：03-6810-0812 FAX：03-5288-8692 

E-mail：soken-info@jpmedri.co.jp 
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